
監 査

はじめに
第1回では不正調査と会計監査の相違点を、第2回ではその違

いを踏まえた調査委員会と会計監査人の連携の在り方を検討し
た。これらの議論を踏まえ、最終回となる第3回の本稿では、事後
的な不正対応から事前の不正防止へ、という国際的な潮流が企
業と会計監査の実務にどのような構造変化をもたらしているのか
を考察する。

企業不正は近年、巧妙化・組織化し、企業価値や取引関係にま
で広く影響するようになった。こうした環境変化の中で、事後的な
不正対応ではなく事前予防型のリスク管理を企業に求める、
Economic Crime and Corporate Transparency Act 2023 に
より新設された Failure to Prevent Fraud Offence（不正防
止不履行罪）が英国において施行1,2され、それと同じように、国際
監査基準（ISA）240「財務諸表監査における不正」の改訂3,4（以
下「ISA 240（改訂）」という。）においては「不正レンズ（後述）」の
概念も踏まえたより初期段階での不正リスク評価が求められてい
る。さらにそれらを可能にするAI・デジタル技術の進展という三つ
の大きな潮流が、企業の不正リスク管理と会計監査実務を同時に
再構築しつつある。加えて、不正調査手法に関する知見が企業と
会計監査の実務に影響を及ぼし、その再構築の基軸として作用し
ているという点が、三つの潮流の根底にある。本稿では、三つの
潮流が何を変え、企業の不正リスク管理と会計監査実務がどこへ
収れんするのかを整理し、AI時代の会計監査の道筋を展望する。

1 　不正防止不履行罪が示す「予防責
任」への転換
不正防止不履行罪が創設され、2025年9月1日に施行された

英国においては、不正が社会的に深刻化している実態がある1。
従来の企業責任は「識別原理」に基づき、取締役や上級管理職
の関与が立証できなければ企業に責任を問うことが難しいという
構造的限界を抱えていた2。一方で最近の不正は、部門・地域に
分散し、取締役や上級管理職が直接関与しないまま進行する
ケースが増えている。こうした分散化した不正に対し、不正防止
が企業の自主性に委ねられてきたことも相まって、英国では統制
水準のばらつきや、子会社など周辺関係者の行為が企業責任に
結びつきにくいという弱点が顕在化していた。さらに、企業が利得
を得る類型の不正は黙認されやすく、通報制度やリスク評価も十
分に機能せず、不正が「発見されにくい」構造が常態化していた。

不正防止不履行罪は、こうした限界を「予防責任」という枠組
みへの転換によって是正しようとする制度である2。企業が管理す
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べき範囲には従業員だけでなく子会社・代理人・外部委託先など
の「関連人物（associated persons）」が含まれ、立法化により、
広範な関係者による不正についても責任を問われる可能性が高
まった。

この制度の核心は、企業が「合理的な不正防止手続（reason-
able fraud prevention procedures）」を講じていたことが裁
判所に認められるかどうかにある。十分と認められれば責任を免
れる可能性がある。他方、十分と認められなければ罰金（上限な
し）を科され得る。

不正防止手続は、英国政府ガイダンスが示す6原則（①トップ
のコミットメント、②リスク評価、③リスクに応じた不正防止手続、④
デューデリジェンス、⑤コミュニケーション（研修を含む。）、⑥モニタ
リングとレビュー）に基づいて設計されるべきとされている。企業
に求められるのは、制度対応として単に6原則の体制を「有する」
形式的な規程整備ではなく、自社のリスク特性に応じて実効性の
ある体制を構築したうえで、その運用を継続的に点検・改善して
いくことである2。また、黙認を許さない組織文化の醸成や内部通
報制度の強化などの「文化面の変革」を伴う、企業の不正リスク
管理の本質的な転換が求められる。

企業に内部統制の整備・運用を求める点では日本の内部統制
報告制度と目的は共通するものの、不正防止不履行罪は企業刑
事責任の抗弁制度として「合理的手続を証明できるか」をより強
く企業に求め、対象領域も財務報告に限らず広義の不正リスク管
理全般へ及ぶ点が異なる。英国とのビジネス接点を持つ日本企
業にも適用され得ることから、その影響は無視できないだけでなく、
将来日本でも同様の制度が導入される可能性も否定できない。

従来、日本での不正調査は、不正発生後の事実関係や原因を
解明する事後対応として実施され、今後も引き続き必要とされる
であろう。しかし近年では、予防責任を果たす観点から、本連載
第1回や本稿後半で触れる不正調査手法を、事後対応ではなく、
事前対応として企業のリスク評価活動に活用する動きがみられ
る。そして、日常の業務運営の中で生じる違和感や兆候へ注意
を向けることを通じて、不正の生じにくい環境を企業自らが形成し
ていくべきという企業の不正リスク管理の方向性が強まりつつ
ある。

そもそも企業の不正防止の取組みは制度対応として仕方なく
実施するものではなく、企業価値を守るために企業自らが当然実
施するべきものである。不正防止の取組みは前述の不正防止手
続のほか、具体的には第3節で述べる「早期発見」の仕組みによ
る牽制効果も含む。透明性や説明責任を重視する投資家の期
待が高まる中、不正防止の取組みは企業価値の評価要素として

位置づけられている。今後は、取締役会・監査役等が不正防止
の取組みの有効性について第三者保証を求める場面が増える
可能性があり、国際保証業務基準（ISAE）3000（改訂）「保証業
務に関する基準」に基づく保証業務（限定的保証・合理的保証）
は、ガバナンス成熟度を示す手段となり得る5。

2 　ISA 240（改訂）が求める不正対応
の高度化
企業が不正調査手法を予防責任への対応策に活用しつつあ

るのに対し、2026年12月15日以後に開始する事業年度から適用
されるISA 240（改訂）においては、会計監査人が不正リスクをよ
り広い視野で把握し、経営者説明の合理性を批判的に検討する
ための視座が整理されている。同基準は、会計監査人の不正リ
スク対応に関する役割・責任をより明確化し、判断・対応の透明
性を一段と高めるものである3。従来からISA 240では不正レンズ
という、いわば会計監査人が「全ての監査判断に不正の観点を
組み込む」ための思考フレームが採用されている。ここでいう不
正レンズとは、不正というトピックを「拡大」し、明確に「焦点」また
は「スポットライト」を当てる6思考回路をイメージした概念である。
これに加え、ISA 240（改訂）が会計監査人に求めるのは主に次
の7点である。すなわち、①職業的懐疑心の強化、②監査人責
任の明確化、③経営者・ガバナンスに責任を有する者との継続
的コミュニケーション強化、④リスク識別・評価での不正レンズの
適用、⑤不正（疑いを含む。）識別時の強化された対応、⑥不正
関連KAM（監査上の主要な検討事項）の透明性向上、⑦監査調
書要求の強化である4。これまで以上に会計監査人には、不正の
可能性を前提とした批判的検討、経営者説明の合理性評価、リ
スクに応じた手続設計が求められる。

ISA 240（改訂）は、リスク評価段階から不正調査手法を取り込
み、必要に応じて国際監査基準（ISA）620「監査人の専門家の
利用」（以下「ISA 620」という。）に基づき不正の専門家（不正
調査の専門家、不正調査の技能を有する者）を関与させることの
有効性も示唆する3,4。不正の専門家が関与すれば、不正が生じ
得るシナリオの想定、不自然な商流や取引構造の分析、関係者
ネットワークの可視化、意思決定過程に潜む慣行の分析など、通
常の会計監査だけでは捉えにくい領域まで視野を広げられるとと
もに、リスク識別の精度の向上が可能となる。実務でも、一部の
監査法人などで、リスク評価段階から不正の専門家を関与させ、
会計監査人と共同で不正リスクを討議する取組みが進んでいる
例もある。さらに、英国の不正防止不履行罪における合理的な不
正防止手続（6原則）の考え方は、ISA 240（改訂）の統制環境理
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解、リスク評価、内部統制の無効化リスクへの対応、関連当事者
への着目、ガバナンスとの対話、継続的なリスク評価の見直しと
実務上整合的である。会計監査人には体制の「有無」という整
備だけではなく運用の実効性を評価し、その評価が、説明可能な
ものであるかという視点が求められる。

不正または不正の疑いが識別された場合、会計監査人は表面
的説明や形式的手続に依拠せず、事象理解、経営者の対応・是
正措置の評価、追加のリスク評価と実証手続を通じて踏み込ん
だ対応を行う必要がある。会計監査は不正調査ではなく、ISA 
240（改訂）も不正調査の実施を義務づけていないものの、兆候
を見逃さないために会計監査の目的に合致する範囲で不正調査
手法を組み込むことが有効となる。具体例として、仕訳の全件異
常スコアリング、例外処理パターン検出、文書メタデータ（作成・
改訂履歴）検証、アクセス／通信ログの経路分析、関係者ネット
ワーク（グラフ）分析などが挙げられる。これらの手法は、不正シ
ナリオの構築や、監査証拠の再評価に有益な示唆を与えるが、そ
の結果を評価する際には慎重な対応が不可欠で、重要性・影響
度・再現性に基づく優先順位づけと、監査目的（重要な虚偽表示
リスク）との整合が必要である。経営者の主張に対し「より合理
的な説明が存在しないか」を吟味する反証的姿勢は、不正調査
手法と結びつくことで有効性が高まる。特に、内部統制の無効化
のテスト、会計上の見積りのバイアス評価、重要な非通例取引の
経済合理性検討などの場面で、デジタル証跡の突合や矛盾証拠
の検討を適切に組み合わせることは、会計監査の品質とともに説
得力も高める。

また、不正リスクへの対応が主要な判断領域となる場合、会計
監査人は国際監査基準（ISA）701「監査上の主要な検討事項

（KAM）」に基づき、重要と判断した理由と主要手続の要点をKAMと
して開示する。不正リスクに関する判断と対応の透明性が高まり、
投資家への説明責任と監査報告書の情報価値が向上する。総
じて、ISA 240（改訂）は、不正リスクに対する会計監査人の責任、
判断、実行といった不正対応を「高度化」し、監査実務を再構築
する基準である。

3 　企業と会計監査が向かう「早期発
見」への方向性
英国での制度強化と国際監査基準改訂を背景に、企業の不正

リスク管理も会計監査も「初期兆候の検知と即時是正」を重視す
る方向へシフトしている2,3。この流れは日本でも同様である。

企業において、不正は突発的に表面化するのではなく、日常業
務の活動の中で小さな兆候として現れることが多い。例えば、承

認時間帯や頻度の偏り、アクセス権限の急な変更、例外処理の
集中、ログ上の不自然なアクセス経路などは、早期に注視すべき
重要な兆候となり得、企業は継続的モニタリングにより早期に把握
し、是正につなげる運用を確立する必要がある。監査役等や内部
監査人も、不正が疑われる兆候への感度を高め、把握した不正に
関連する兆候を速やかに経営陣と共有する役割を担うべきで、内
部統制のモニタリングは形式的チェックにとどまらず、継続的モニ
タリングや個別の評価結果の枠組みのもと、データ分析やログ等
の客観的証跡に基づく科学的な評価が望ましい。

会計監査においても、期末日後を中心とした監査手続から監査
対象期間を通じた継続的リスク評価とその対応の見直しへと移行
しつつある。職業的懐疑心と不正レンズを一貫して適用すること
で、会計監査人は初期段階から仮説を立て、新たな情報に応じて
実施する手続の方向性や深度を柔軟に修正することができる。こ
れを支える実装要素として不可欠なのが、データ分析である。

データ分析やデジタル技術の活用を前提に、会計監査ではIT・
データ・会計・不正リスクを横断する知見が一層重要となり、監査
チームにはIT・データアナリティクスや不正の専門家（ISA 620）
を適切に組み込む体制整備が求められる。

早期発見の成否を左右する要因は、企業の継続的モニタリン
グや会計監査側の継続的リスク評価を可能にするデータ基盤と
分析の仕組み、そしてAIである。

4 　AI・デジタル技術が再構築する不正
リスク管理と会計監査
企業の不正リスク管理と会計監査の再構築を支えるのはAI・

デジタル技術の進展である。
全件データ分析の適用範囲が広がることに伴い、会計監査は

サンプリング中心の試査から「例外の芽」を精緻に捉える精査型・
リスク識別型・逸脱検知型アプローチへ移行している。これを可
能にするのは、企業によるERP、ワークフロー、ログ等の多層データ
を統合し、平常時パターン（ベースライン）からの逸脱を検知する
データ基盤である。そして会計監査人はそのデータ基盤を利用し
て、分析の仕組みを構築する。

具体的には、仕訳の異常スコアリング、承認経路とアクセス権
限履歴の突合、各社の同種取引ベンチマーク比較、会計上の見
積りや会計方針の変更といった判断領域における傾向の時系列
分析などが挙げられる。証憑単位の手続では見落としやすい不
正の兆候は、承認・権限・プロセス・ログなど複数のデータを横断
的に組み合わせて分析することで、初めてみえてくる可能性が
ある。
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一例として、循環取引への対応に関する日本公認会計士協会
（JICPA）「監査基準報告書第240研究文書第1号『テクノロジー
を活用した循環取引への対応に関する研究文書』」7がある。当該
文書は、形式上整合する帳簿・証憑の背後にある、不自然な商流
や取引構造を捉えるためには、企業内部の多層データを横断的に
結合・分析する視座が有益であることを示している。売上・仕入
の時系列推移、摘要・商品コード等のテキスト情報、業務プロセス
の処理の実行者、タイミング等を総合的に分析することが有効で
ある。

企業内部でも、AI活用による継続的モニタリングを導入しつつ
ある。経費・購買ワークフローの例外検知、ERP権限付与・削除履
歴の常時監視、ログの継続的分析などで、統制の弱点や例外処
理傾向をより早期に把握する取組みが広がっている。また不正調
査の実務でも、デジタル・フォレンジックでの関連データ抽出や重
要度分類（Hot／Relevant）等の一次レビュー自動化が進み、対
象はメール・チャットに加えて、会議録音、その文字起こし、あるい
は録画等の非構造データへ拡大し、関係者ネットワーク可視化も
実務で利用され始めている。デジタル・フォレンジックもAIにより効
率化・低コスト化が進んでおり、企業内部での不正の兆候をより早
期に発見することを目的とした継続的パトロールへの活用が広がる
ことが見込まれる。

これらは不正調査や企業内部にとどまらず、会計監査の不正リ
スク評価や仮説設定にも直接的な示唆を与える。企業の継続的
モニタリングと会計監査人の継続的リスク評価がデータを介して
相互に連動することで、不正の兆候を早期に発見する可能性が
高まる。企業のデータ基盤と分析、会計監査人の分析の仕組み、
そして双方のAIが連携すれば、内部統制の継続的モニタリングと
継続的リスク評価が一体として機能し、内部統制の弱点や異常兆
候を業務プロセスとほぼ同時に把握できるだけでなく、不正リスク
への即応性と監査判断の適時性が高まる。

一方で継続的モニタリングの設計・運用では、労務・個人情報
保護（個人情報保護法・GDPR（EU一般データ保護規則）等）、越
境データ移転、クラウド地域要件など法令や規則、社内規程への
適合性を企業が確認できていることが前提となる。

AIには学習データの偏り、偽陽性・偽陰性、データ粒度の違い
による評価・分析等の運用面の限界がある。したがってAI活用に
は、データ完全性の確保、モデル前提の理解、誤検知を踏まえた
優先順位づけなど、適切な運用管理が不可欠である。

加えて、ERPの分断（子会社ごとに異なるシステムが運用されて
いるような場合）やマスタ不統一、言語・通貨・科目体系の不整合、
ログ粒度差（取得項目・保持期間）といった状況では、技術的リス

クが高まり得る。だからこそ、システム統合、プロセス標準化、共有
サービス拠点の活用、国際的に統一したデータ定義の整備が重
要となる。これらが進めば、AIを活用した高粒度で透明性の高い
分析が可能になる。なお、説明可能性、データ来歴や完全性保
証、企業と会計監査の責任境界などの論点を踏まえ、会計監査
人は、検知された不正の兆候を会計監査の目的に適切に結びつ
けるための方針を、自ら設計しておく必要がある。

これらのAI・デジタル技術は、単なる効率化だけでなく企業の
不正リスク管理と会計監査の「早期発見能力」そのものを飛躍的
に強化するとともに、両者の再構築をもたらす。

5 　不正リスク管理の統合モデル：不正
の防止×早期発見×透明性の高い説明
以上を踏まえると、不正リスク管理は「不正の防止（企業）」、「早

期発見（企業・会計監査）」、「透明性の高い説明（企業・会計監
査）」の三機能を一体として捉えるべきであり、それは企業内部の
取組みにとどまらず、会計監査人の不正リスク対応も含めた「一
体的に機能する不正リスク管理」へと広がりつつある。その実装
基盤として、企業、会計監査人の双方において、データ統合、プロ
セス標準化、AI活用を含む統制・技術面の整備が重要となる。

企業には、不正リスク管理の要となる不正防止の取組みについ
て、統制のばらつきといった不正が発見されにくい構造を改めるた
めに、合理的な不正防止手続を形式的に整備するだけにとどめ
ず、日常業務に組み込んで運用を定着させることが望まれる。通
報等の発覚経路・調査・是正・再発防止といった不正発見後の
一連のサイクルを証跡に基づき継続的に機能させ、不正の防止・
早期発見・透明性の高い説明を実現する統合的な不正リスク管
理体制を構築することが有効かつ効率的であると考えられる。

他方、会計監査人には、不正調査手法やAIが示す不正の兆候
を手掛かりに、重要な虚偽表示リスクという会計監査の目的に照ら
し、仮説と反証を繰り返しつつ、得られた分析結果を批判的に評価
し、監査の結論へ統合する高度な判断が一層求められる3,4。この
判断過程を監査調書に適切に反映させるとともに、主要な判断領
域となる場合はKAMとして開示し、不正リスクへの対応（識別・評
価・対応・説明）の透明性を高めることで、会計監査における「早
期発見×透明性の高い説明」という統合的アプローチを実現する
ことが肝心である。AI時代の監査品質の要は、AIの検知力と会
計監査人の職業的懐疑心を組み合わせ、説明責任を果たせるよ
うな合理的判断にある。

企業と会計監査人は役割こそ異なるものの、「早期に不正の兆
候を捉え、芽を摘む」という共通目的で連携する必要がある。そ
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の際、独立性と責任境界を明確にしつつ、相互に連動し機能する
情報連携の共通基盤の構築が鍵となる。会計監査人には「不正
を見抜く力」だけではなく、企業の不正リスク管理の実効性につい
て洞察を提供する指導的機能が求められるであろう。両者が独
立性を保ちながら歩調を合わせることで、「不正の防止×早期発見
×透明性の高い説明」は実装フェーズへ進む。説明可能で実効
性ある不正リスク管理体制を備えた経営は、企業価値を守りなが
らの成長を強く後押しする企業へと進化していく。市場の信頼を
支える会計監査の役割は、AI・データ分析が示す兆候を監査目
的に照らして批判的に評価し、説明可能な形で監査判断へ統合
する監査へと進化していく。制度（予防責任）、基準（不正対応の
高度化）、技術（AIとデジタル技術）の三つの潮流と、その根底に
ある不正調査手法という基軸、そして「不正の防止×早期発見×
透明性の高い説明」という三機能を統合するモデルとを、紐づけ
て理解することが、AI時代の会計監査の未来像を捉えるうえで不
可欠となる。
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＊　DFとは、デジタル・フォレンジックの略称である。
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